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農業協同組合施行令（昭和 37 年政令第 271 号）  
  
（同一人に対する信用の供与等）  

第 10 条  略  
②～⑧  略  
⑨  法第１１条の８第１項ただし書の政令で定めるやむを得ない理由は、次に掲げる理由とする。  
１  信用の供与等を受けている者（以下この項及び次項において「債務者等」という。）であつて次号の規定に該当するもの 

以外のものの事業の遂行上予見し難い緊急の資金の必要が生じた場合において、当該組合が当該債務者等に対して法第１ 
１条の８第１項本文に規定する信用供与等限度額（以下この項において「信用供与等限度額」という。）を超えて信用の供 
与等をしないこととすれば、当該債務者等の事業の継続に著しい支障を生ずるおそれがあること。  

２  農業協同組合連合会に係る信用の供与等にあつては、次に掲げる債務者等に対して、当該農業協同組合連合会が信用供与 
等限度額を超えて信用の供与等をしないこととすれば、当該債務者等の事業の安定的な遂行に困難を生ずるおそれがある 
こと。  
イ  当該農業協同組合連合会の会員その他農業生産力の増進及び農業経営の安定化並びに地区内の開発に寄与する事業を 
行つている者として主務省令で定める債務者等  

ロ  イに掲げるもののほか、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第二条第一項第八号に規定する一般送配電事業その 
他の主務省令で定める国民経済上特に緊要な事業を行つている債務者等  

３  債務者等に係る受信合算対象者が新たに加わることにより、当該組合の同一人に対する信用の供与等の額が信用供与等 
限度額を超えることとなること。  

４  前３号に掲げるもののほか、当該組合が信用供与等限度額を超えて信用の供与等をしないこととすれば当該組合又は債 
務者等の事業の遂行に困難を生ずるおそれがあるものとして主務省令で定める理由  

  
※ 佐賀県農業協同組合法施行細則第６条に明記 

受付

機関 
生産者支援課 

処理

機関 
生産者支援課 

交付

機関 
生産者支援課 

標準処理期間 ６０日 目次

№ 
２８ 

 標準経由期間      日 
 


